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公布された条例のあらまし

◇鳥取県税条例の一部を改正する条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

平成23年度の税制改正に係る地方税法等の一部を改正する法律について、同法が国民生活に緊急の影響があ

るもの等に係る現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制の整備を図るための地方税法等の一部を改

正する法律（以下「改正法」という。）と経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための地方税法

等の一部を改正する法律（以下「修正法」という。）に分割されたことに伴い、平成23年度の税制改正に係る

鳥取県税条例の一部を改正する条例について所要の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 改正法に係る改正規定の施行日を改正法の施行日とし、修正法に係る改正規定の施行日を規則で定める

日とする等施行日を改める。

(２) 修正法に係る改正規定の施行に必要となる経過措置は、規則で定めることとする。

(３) その他所要の規定の整備を行う。

(４) 施行期日は、公布日とする。
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条 例

鳥取県税条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成23年６月30日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第35号

鳥取県税条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例

鳥取県税条例の一部を改正する条例（平成23年鳥取県条例第28号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下「移動条項等」という。）に

対応する同表の改正後の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下「移動後条項等」とい

う。）が存在する場合には、当該移動条項等を当該移動後条項等とし、移動条項等に対応する移動後条項等が存

在しない場合には、当該移動条項等（以下「削除条項等」という。）を削り、移動後条項等に対応する移動条項

等が存在しない場合には、当該移動後条項等（以下「追加条項等」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条、項及び号の表示並びに削除条項等を除く。以下「改正部分」

という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条、項及び号の表示並びに追加条項等を除く。

以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応す

る改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削る。

改 正 後 改 正 前

附 則 附 則

（施行期日等） （施行期日等）

第１条 この条例は、現下の厳しい経済状況及び雇用 第１条 この条例は、地方税法等の一部を改正する法

情勢に対応して税制の整備を図るための地方税法等 律（平成23年法律第 号。以下「改正法」とい

の一部を改正する法律（平成23年法律第83号。以下 う。）の施行の日から施行する。ただし、次の各号

「改正法」という。）の施行の日から施行する。た に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行す

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める る。

日から施行する。

(１) 第２条の改正規定、第78条の２の改正規定及 (１) 第２条の改正規定、第78条の２の改正規定及

び第83条の２の改正規定並びに附則第５条の規定 び第83条の２の改正規定並びに附則第６条の規定

平成23年４月１日 平成23年４月１日

(２) 第15条の改正規定、第68条の改正規定、第85 (２) 第４条の改正規定（「又は第５項」を「又は

条の改正規定、第120条の次に１条を加える改正 第６項」に改める部分を除く。）、第15条の改正

規定、第134条の16の次に１条を加える改正規 規定、第68条の改正規定、第85条の改正規定、第

定、第146条の改正規定及び第153条の改正規定 120条の次に１条を加える改正規定、第134条の16

改正法の施行の日から起算して２月を経過した日 の次に１条を加える改正規定、第146条の改正規

定及び第153条の改正規定 規則で定める日

(３) 第24条の４の改正規定及び次条第１項の規定 (３) 第24条の４の改正規定、第30条第２項を削る

平成24年１月１日 改正規定、第64条の３の改正規定、第66条の改正

規定並びに次条第１項及び第２項の規定 平成24

年１月１日
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(４) 第117条の改正規定、第118条の改正規定及び

附則第４条の規定 平成24年４月１日

(４) 略 (５) 略

(５) 第４条の改正規定、第30条第２項を削る改正

規定、第64条の３の改正規定、第66条の改正規

定、第117条の改正規定及び第118条の改正規定

規則で定める日

２ 前項第５号に掲げる規定の施行に関し必要な経過 ２ 国民生活等の混乱を回避するための地方税法の一

措置は、規則で定める。 部を改正する法律（平成23年法律第13号）による改

正後の改正法の趣旨を踏まえ、この条例の円滑な施

行に関し必要な経過措置は、規則で定める。

（県民税に関する経過措置） （県民税に関する経過措置）

第２条 略 第２条 略

２ 平成23年12月31日以前に支払うべき退職手当等に

係る改正前の鳥取県税条例（以下「旧条例」とい

う。）第30条第２項に規定する分離課税に係る所得

割については、なお従前の例による。

２ 平成22年度分の徴収取扱費の算定及び報告につい ３ 平成22年度分の徴収取扱費の算定及び報告につい

ては、改正前の鳥取県税条例第39条の２の規定は、 ては、旧条例第39条の２の規定は、なおその効力を

なおその効力を有する。 有する。

（不動産取得税に関する経過措置） （不動産取得税に関する経過措置）

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定 第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定

中不動産取得税に関する部分は、この条例の施行の 中不動産取得税に関する部分は、この条例の施行の

日（以下「施行日」という。）の翌日以後の不動産 日（以下「施行日」という。）以後の不動産の取得

の取得に対して課すべき不動産取得税について適用 に対して課すべき不動産取得税について適用し、施

し、同日前の不動産の取得に対して課する不動産取 行日前の不動産の取得に対して課する不動産取得税

得税については、なお従前の例による。 については、なお従前の例による。

２ 施行日以前に改正法による改正前の地方税法附則 ２ 施行日前に改正法による改正前の地方税法附則第

第11条の４第５項の表の中欄に掲げる認定がされた 11条の４第５項の表の中欄に掲げる認定がされた同

同表の上欄に掲げる計画に従って事業の譲渡若しく 表の上欄に掲げる計画に従って事業の譲渡若しくは

は資産の譲渡を受けた同表の下欄に掲げる者又は当 資産の譲渡を受けた同表の下欄に掲げる者又は当該

該計画（同表第２号の上欄に掲げる計画を除く。） 計画（同表第２号の上欄に掲げる計画を除く。）に

に従って同表の下欄に掲げる者から事業の譲渡若し 従って同表の下欄に掲げる者から事業の譲渡若しく

くは資産の譲渡を受けた者が同項に規定する不動産 は資産の譲渡を受けた者が同項に規定する不動産を

を施行日の翌日以後に取得した場合における当該不 施行日以後に取得した場合における当該不動産の取

動産の取得に対して課すべき不動産取得税について 得に対して課すべき不動産取得税については、なお

は、なお従前の例による。 従前の例による。

３ 新条例第78条の２及び第83条の２の規定は、平成

23年４月１日以後の不動産の取得に対して課すべき

不動産取得税について適用し、同日前の不動産の取

得に対して課する不動産取得税については、なお従

前の例による。
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（たばこ税に関する経過措置）

第４条 平成24年４月１日前に課した、又は課すべき

であったたばこ税については、なお従前の例によ

る。

（自動車取得税に関する経過措置） （自動車取得税に関する経過措置）

第４条 新条例第134条の５の２の規定は、施行日の 第５条 新条例第134条の５の２の規定は、施行日以

翌日以後の自動車の取得に対して課すべき自動車取 後の自動車の取得に対して課すべき自動車取得税に

得税について適用し、同日前の自動車の取得に対し ついて適用し、施行日前の自動車の取得に対して課

て課する自動車取得税については、なお従前の例に する自動車取得税については、なお従前の例によ

よる。 る。

（この条例の失効） （この条例の失効）

第５条 略 第６条 略

附 則

この条例は、公布の日から施行する。


